
Ｎｏ 事業の名称 事業の概要
決算額
（円）

臨時交付金活用合計額
（円）

担当所属 事業の実施状況（実績） 効果検証

1,361,241,827 1,358,403,508

1
住民税非課税世帯等物価高騰支援給付金
事業（追加給付）
※令和５年度住民税均等割非課税世帯

物価高が続く中で低所得世帯への支援を
行うことで、低所得の方々の生活を維持す
る。

28,650,773 28,650,773 健康福祉部
生活支援課

・給付金
給付件数：9,190世帯
給付金額：643,300,000円（1世帯7万円）
うち令和５年度計画分　614,740,000円
うち令和６年度計画分  　28,560,000円
・事務費：9,155,157円
うち令和５年度計画分　   9,064,384円
うち令和６年度計画分         90,773円

物価高騰の影響を受ける中、経済的な影響を大
きく受けている世帯に速やかに支援を行うことが
できた。

住民税非課税世帯等物価高騰支援給付金
事業（定額減税補足給付金）
※新たに令和６年度住民税非課税世帯と
なった世帯への支援

100,707,835 100,607,725 健康福祉部
生活支援課

・給付金
給付件数：967世帯
給付金額：96,700,000円（1世帯10万円）
・事務費：4,007,835円

物価高騰の影響を受ける中、経済的な影響を大
きく受けている世帯に速やかに支援を行うことが
できた。

住民税非課税世帯等物価高騰支援給付金
事業（定額減税補足給付金）
※新たに令和６年度住民税均等割のみ非課
税世帯となった世帯への支援

79,788,508 79,788,508 健康福祉部
生活支援課

・令和５年度給付金
給付件数：2,164世帯
給付金額：216,400,000円（1世帯10万円）
うち令和５年度計画分　198,300,000円
うち令和６年度計画分    18,100,000円
・令和５年度事務費：1,833円
・令和６年度給付金
給付件数：614世帯
給付金額：61,400,000円（1世帯10万円）
・令和６年度事務費：286,675円

物価高騰の影響を受ける中、経済的な影響を大
きく受けている世帯に速やかに支援を行うことが
できた。

住民税非課税世帯等物価高騰支援給付金
事業（定額減税補足給付金）
※令和６年度こども加算

17,909,412 17,909,412 健康福祉部
生活支援課

・給付金
給付件数：1,371人
給付金額：68,550,000円（1人５万円）
うち令和５年度計画分　50,700,000円
うち令和６年度計画分　17,850,000円
・事務費：59,412円

物価高騰の影響を受けている低所得者世帯に
対し、給付金を支給することで経済的な支援が
できた。

住民税非課税世帯等物価高騰支援給付金
事業（定額減税補足給付金）
※調整給付分

622,068,387 622,068,387 健康福祉部
生活支援課

・給付金
給付件数：15,774人
給付金額：612,960,000円
・事務費：9,108,387円

定額減税可能額が令和６年分推計所得税額ま
たは令和６年度分個人住民税所得割額を上回る
人に対し、減税しきれなかった額を支給した。

住民税非課税世帯等物価高騰支援給付金
事業（定額減税補足給付金）

536,828 536,828 健康福祉部
生活支援課

給付金支給業務のための会計年度任用職員（１
名）雇用に係る人件費

給付金支給に係る業務を円滑に実施することが
できた。

住民税非課税世帯等物価高騰支援給付金
事業（定額減税補足給付金）

82,805 82,805
総務部
人事課
（生活支援課）

給付金支給業務のための会計年度任用職員（１
名）雇用に係る共済費

給付金支給に係る業務を円滑に実施することが
できた。

住民税非課税世帯等物価高騰支援給付金
事業（定額減税補足給付金）

3,341,250 3,341,250 財務部
課税課

事業実施にあたり、必要な事務経費を支出した。
給付金支給に係る事務を円滑に実施することが
で
きた。

住民税非課税世帯支援給付金
※令和６年度住民税非課税世帯への給付
（３万円）（追加分）

263,717,649 263,717,649 健康福祉部
生活支援課

・給付金
給付件数：8,558世帯
給付金額：256,740,000円
・事務費：6,977,649円

物価高騰の影響を受ける中、経済的な影響を大
きく受けている世帯に速やかに支援を行うことが
できた。

住民税非課税世帯支援給付金
※令和６年度住民税非課税世帯への給付
（こども加算：２万円）（追加分）

15,920,000 15,920,000 健康福祉部
生活支援課

・給付金
給付件数：796人
給付金額：15,920,000円

物価高騰の影響を受ける中、経済的な影響を大
きく受けている世帯に速やかに支援を行うことが
できた。

伊賀市住民税非課税世帯支援給付金
※不足額給付分

25,340,000 25,340,000 健康福祉部
生活支援課

・給付金
給付件数：7,327人の内数
給付金額：25,340,000円

物価高騰の影響を受ける中、経済的な影響を大
きく受けている世帯に速やかに支援を行うことが
できた。

11 伊賀鉄道電力料金高騰対策支援事業

エネルギー価格・物価高騰による影響を
受ける市内に本社を有する鉄道事業者の
負担軽減を図るため、市内唯一の鉄道事
業者である伊賀鉄道の運営に係る電力料
金高騰相当分に対して補助を行う。

11,210,991 11,210,991 地域力創造部
公共交通課

エネルギー価格高騰の影響を受ける市内鉄道
事業者に対し、電力料金の高騰分を助成した。
【助成金額】11,210,991円
（令和７年４月～令和８年１月分）

エネルギー価格高騰の影響を受ける中、電力料
金の高騰分を助成することで、鉄道事業者の運
行に係る費用負担の軽減を図ることができた。

52,235,000 52,235,000 地域力創造部
公共交通課

公共交通機関の通学定期券・通学用割引回数
券を利用する者を対象に、令和７年４月～令和８
年３月分のそれらの購入費の1/2を助成した。
申請件数1,225人（のべ1,715件）
助成金額合計52,350,000円

物価高騰の影響を受けている子育て世帯に対し
て、通学定期券等購入費の助成を実施すること
で、経済的負担を軽減することができた。

2,185,118 2,185,118 地域力創造部
公共交通課

通学定期券等購入費重点支援助成に係る窓口
受付及び事務処理のための会計年度任用職員
（１名）雇用に係る人件費

通学定期券等購入費重点支援に関する業務を
円滑に遂行することができた。

328,085 328,085
総務部
人事課
（公共交通課）

通学定期券等購入費重点支援助成に係る窓口
受付及び事務処理のための会計年度任用職員
（１名）雇用に係る共済費

通学定期券等購入費重点支援に関する業務を
円滑に遂行することができた。

3,110,000 3,110,000 健康福祉部
障がい福祉課

物価高騰による影響を受けている市内72事業所
へ、光熱費や燃料費の高騰に対する支援金を支
給した。

物価高騰による影響を受けている障害福祉サー
ビス事業者等に支援を行うことで、安定した事業
継続につなげることができた。

0 0 健康福祉部
障がい福祉課

会計年度任用職員を雇用せず、支援金の支給
元とした。

障害福祉サービス事業者等に対し、より充実し
た支援を行うことができた。

0 0
総務部
人事課
（障がい福祉課）

会計年度任用職員を雇用せず、支援金の支給
元とした。

障害福祉サービス事業者等に対し、より充実し
た支援を行うことができた。

20,340,000 20,340,000 健康福祉部
介護高齢福祉課

物価高騰による影響を受けている市内45法人
128事業所へ、光熱費や燃料費の高騰に対する
支援金を給付した。

物価高騰の影響を受けている介護保険事業所
等に対し、支援金を給付することで、安定的な運
営を行うことができ、必要な介護保険サービスの
給付につながった。

2,032,202 2,032,202 健康福祉部
介護高齢福祉課

支援金給付に係る事務処理のための会計年度
任用職員（１名）雇用に係る人件費

支援金給付に係る業務を円滑に実施することが
できた。

105,397 105,397
総務部
人事課
（介護高齢福祉課）

支援金給付に係る事務処理のための会計年度
任用職員（１名）雇用に係る共済費

支援金給付に係る業務を円滑に実施することが
できた。

15 私立保育所等運営支援事業

エネルギー価格・価格高騰による影響を
受けている私立保育所及び幼稚園等の負
担軽減を図るため、特定教育・保育施設
運営事業者等に対し、光熱費・燃料費の
一部を支援する。

3,070,710 3,070,710 健康福祉部
保育幼稚園課

物価高騰による影響を受けている私立認可保育
園13施設に対して給食費の物価上昇分を支援し
た。

給食費に係る支援を行うことで、物価高騰による
給食の質の低下などの影響を軽減することがで
きた。

32,788,272 32,788,272 健康福祉部
こども政策課

・給付金　　　給付率98.4％（対象者1,500人）
【令和６年度】
給付件数：824件（高3世代486件、中3世代338
件）
給付金額：17,960,000円
【令和7年度】
給付件数：652件（高3世代285件、中3世代367
件）
給付金額：12,220,000円
・事務費
令和6年度：1,285,917円
令和7年度：1,322,355円

進学や就職などこれまでと生活形態が変化し、
新生活を始めるための費用に物価高騰の影響
を大きく受けた世代に対して給付金を支給するこ
とで、経済的な支援ができた。

2,364,974 2,364,974 健康福祉部
こども政策課

給付費支給に係る窓口受付及び事務処理のた
めの会計年度任用職員（１名）雇用に係る人件
費

給付金支給に係る業務を円滑に実施することが
できた。

340,422 340,422
総務部
人事課
（こども政策課）

給付費支給に係る窓口受付及び事務処理のた
めの会計年度任用職員（１名）雇用に係る共済
費

給付金支給に係る業務を円滑に実施することが
できた。

17 水道事業補助

エネルギー価格・物価高騰による影響を
受けている水道利用者の負担軽減を図る
ため、官公署を除くすべての水道利用者
の水道基本料金を2ヶ月間減免する。

73,067,209 70,329,000
上下水道部
経営企画課
（財務部財政課）

物価高騰による影響を受けている水道利用者の
負担軽減を図るため、公共施設及び臨時施用水
栓を除くすべての水道利用者を対象に令和７年
２月検針分から令和７年３月検針分までの２ヶ月
間を対象に、水道料金の基本料金の減免を実施
した。
【実績】
①基本料金減免額：73,038,680円
（内訳）R7.2検針分…18,759件　37,207,170円
　　　　R7.3検針分…21,043件　35,831,510円
②使用者向け周知用チラシ紙代：28,529円

・物価高騰の影響を受けている市民及び事業者
に対し、水道基本料金を減免することで経済的
負担の軽減を図ることができた。
・物価高騰の影響を受けている市民及び事業者
に対して、市民生活の安定を図ることができた。
・水道基本料金減免に係る申請手続きを不要に
したことで、使用者に速やかに支援を行うことが
できた。

エネルギー価格・物価高騰による影響を
受けている障害福祉サービス事業者等の
負担軽減を図るため、光熱費やガソリン等
燃料費及び食材費等に対し支援する。

障害福祉サービス事業所等安定運営支援
事業
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16

介護保険サービス事業者等安定運営支援
事業

新生活スタートアップ応援家計支援事業

エネルギー価格・物価高騰が長期化する
中、進学や就職など生活形態の変化に伴
う準備に大きな影響を受ける令和6年度卒
業予定の中学3年生世代（15歳）及び高校
3年生世代（18歳）に対し支援を行う。中学
3年生世代720人に10,000円、高校3年生
世代800人に30,000円を支給する。

エネルギー価格・物価高騰による影響を
受けている介護保険サービス事業者等の
負担軽減を図るため、光熱費やガソリン等
燃料費及び食材費等に対し支援する。

公共交通利用者支援事業

エネルギー価格・物価高騰等に伴う家計
支援として、鉄道（伊賀鉄道除く）・バス等
の公共交通機関を通学定期券により利用
する市民に対し助成を行う。
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2
物価高が続く中で低所得世帯への支援を
行うことで、低所得の方々の生活を維持す
る。

7
物価高が続く中で低所得世帯への支援を
行うことで、低所得の方々の生活を維持す
る。


